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記載例 
―――――― 

第１号様式  

 

沖縄県知事 殿  

 

代表申請者  

住  所 沖縄県〇〇 

申請者名 株式会社〇〇 

代表者名 代表取締役 〇〇 印  

 

令和５年度沖縄型オープンイノベーション創出促進事業に係る応募申請書  

 

令和５年度沖縄型オープンイノベーション創出促進事業に係る事業計画書を、下記のとおり

関係書類を添えて申請します。 

 

記 

 

１ 補助事業の名称（30 字以内）  

  オンラインコミュニケーション用サービス〇〇の提供トライアル 

 

２ 補助事業の内容  

  別紙１～６のとおり 

 

３ 補助事業に要する経費及び補助金交付申請額 

 ⑴ 補助事業に要する経費（総額） 1,375,000 円 

 ⑵ 補助対象経費       1,250,000 円（消費税等を除いた額）  

 ⑶ 補助金交付申請額     1,000,000 円（補助対象経費の 8/10 以内）  

 

４ 添付資料  

 ⑴ 申請書類チェックシート 

 ⑵ その他補足資料（会社案内、パンフレットなど）（任意）  

 ⑶ 誓約書（様式第２号）  

 ⑷ 履歴事項全部証明書（登記簿謄本）【法人の場合】  

 ⑸ 税務署に提出した開業届の写し【開業済みの個人事業主の場合】  

 ⑹ 住民票【個人事業主及び個人の場合】  

 ⑺ 直近３ヶ年の国税、都道府県税及び市町村税に係る納税証明書  

 ⑻ 申請書類のデータ 
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（別紙１）  

 

申請者の概要  

 

１ 概要（申請時点）  

フリガナ カブシキガイシャ ・・・  

申請者名  株式会社・・・  

フリガナ ・・・・  

代表者名  ISCO 太郎  

所 在 地  
〒・・・-・・・・  

・・・・・・・・・・・・・・・  

電話番号  ・・・・  ＦＡＸ  

資 本 金            1,000 千円 

設立・開業  

（予定）年月日  

      2020 年   ○月  ○日   

※法人設立又は開業から本申請時点までの期間 ： ３年  6 月  

従業員数              2 名（うちパート  名）  

支店等の 

所在地  

〒・・・-・・・・  

沖縄県・・・・・・・・・・  

  ※申請者名について、法人の場合は法人名を、個人事業主及び個人の場合は屋号又は

個人名を記載ください。 

  ※各項目について、該当しない項目や申請時点では未定の項目等がある場合は、その

旨を記載ください。 

 

２ 株主構成  

株 主 名  関 係  比率(%) 備   考  

・・・  代表  80% 
 

・・・  取締役  20% 
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３ 現在実施している事業または活動の内容  

〇〇というシステムを開発中で初期検証を行い、ピボットを検討している段階である。 

【〇〇サービスについて】  

〇〇は、・・・・を利用したオンラインコミュニケーション用のサービスである。・・・による自動

化の提供等、コミュニケーションを円滑に行う機能を開発中である。 

 

【初期ターゲットに関して】  

初期ターゲットとして〇〇に営業を行なった。結果とし事業者自体の反応は概ねよかった

が、一方で〇〇側のオフラインニーズが高くオンラインでのサービスを好まないという結果が

わかった。  

 

  
 

４ 公的助成制度活用の有無と活用効果  

 (1)活用の有無等  

活用あり  

 

(2)「ある」又は「申請中」の場合  

制度の名称：〇〇補助金 

実施機関の名称：〇〇 

事業期間：2022 年 5 月 31 日から 2022 年 11 月 30 日  

事業概要：〇〇サービスのホームページへの会員専用画面の搭載、認知度向上 

補助金額（委託額）：100,000 円  

活用効果：実施中のため効果は未測定  
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５ 財務概要  

 (1)損益計算書（直近の３期）  

（単位：千円）   
2019 年 9 月期   2020 年 9 月期   2021 年 9 月期  備  考  

売上高  設立前の為なし ・・・  ・・・  
 

売上総利益  〃 ・・・  ・・・  
 

営業利益  〃 ・・・  ・・・  
 

経常利益  〃 ・・・  ・・・  
 

税引後利益  〃 ・・・  ・・・  
 

  ※直近の財務実績がない場合は、その旨を記載ください（以下同じ）。 

 

 (2)貸借対照表（直近決算期：2021 年 9 月期）            （単位：千円）  

資産の部  負債及び資本の部  

現預金  ・・・  支払手形  ・・・  

受取手形  ・・・  買掛金  ・・・  

売掛金  ・・・  短期借入金  ・・・  

その他  ・・・  その他  ・・・  

Ⅰ.流動資産計  ・・・  Ⅰ.流動負債計  ・・・  

有形固定資産  ・・・  長期借入金  ・・・  

無形固定資産  ・・・  その他  ・・・  

投資その他資産  ・・・  Ⅱ.固定負債計  ・・・  

Ⅱ.固定資産計  ・・・  負債合計  ・・・  
  

資本金  ・・・    
資本剰余金等  ・・・  

  
利益剰余金等  ・・・  

Ⅲ.繰延資産  ・・・  資本合計  ・・・  

資産合計  ・・・  負債・資本合計  ・・・  

 

 (3)借入や投資受入の状況（申請時点 2022 年 6 月 14 日現在）       （単位：千円）  

借入先／投資機関名  借入額／投資額  備  考  

日本政策金融公庫  ・・・  
 

西日本シティ銀行  ・・・  
 

   

   

   

 ※短期及び長期の借入金や投資の受入状況等について記入ください 

 

  



5 
 

６ 実施体制の概要  

申請代表者  

職  名  代表取締役社長  

（ﾌﾘｶﾞﾅ）  ・・・  

氏  名  ・・・  

補助事業  

統括者  

職  名  ・・・  

（ﾌﾘｶﾞﾅ）  ・・・  

氏  名  ・・・  

補助事業  

経理主担当者  

職  名  ・・・  

（ﾌﾘｶﾞﾅ）  ・・・  

氏  名  ・・・  

連絡担当者  

職  名  ・・・  

（ﾌﾘｶﾞﾅ）  ・・・  

氏  名  ・・・  

電話番号  ・・・  

E-mail ・・・  
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（別紙２）  

提案事業内容等説明書  

 

１．補助事業の名称（30 文字以内）  

オンラインコミュニケーション用サービス〇〇の〇〇への提供トライアル 

 

２．対象となる産業分野、社会課題等  

オンラインコミュニケーション 

 

３．ビジネスプランの内容  

オンラインのビデオコミュニケーションサービスによる、コミュニケーションを円滑化を行うシス

テムを開発中である。現状、〇〇サービスを提供先業界を・・・から変更するための調査・仮

説作成を考えている。その中の提供先に関する有力仮説として「・・・・事業者」に販売する

こというのがあり、そのための仮説検証活動を行いたいと考えている。 

 

４．ビジネスプランのニーズ・市場性  

①ニーズ・市場調査等の活動内容  

【ニーズ】  

〇〇サービスを・・・向けとして営業・マーケティングを行っている中で、一切提案を行ってい

ない業界であった・・・と・・・の交流を行っている事業者から、・・・を自社のサービスに導入

できないかという打診が来た。 

 

事業者側のニーズとして、オンライン相談を・・・と・・・に心理的安全性高く相談できる場に

・・・・が必要であった。 

 

しかし・・を提供しようとすると、提供による売り上げに対してコストが見合わず、成立しないと

いうことがわかった。 

そこで、自動の・・・・を行えるシステムを自社で開発しようと考えたが、開発コストも高額にな

るため、断念したという経緯のなかで・・・・・のことを知った。 

 

そういった状況の中で、・・・を・・・・ではなく・・・と・・・の交流に転用することができないかと

いう打診を受けた。 

実際に実証実験として提供したところ、・・・・の 3 者からの評価が良いことがわかった。 

こういった経緯から、・・・・コミュニケーションにおいて・・・のニーズがある可能性に着目して

おり、市場でのトライアルを進めていきたいと考えている。 

 

【市場調査等の活動内容】  

・・・コミュニケーション領域というのが、確立されている業界ではなく変動が激しい業界で市

場規模が確定しづらい。 

しかし、・・・において〇〇サービスは比較的弊社が対象であると考える市場に近しいと思わ

れるので、参考市場規模として考えるのが妥当だと考える。 

 

②ニーズ・市場性  

〇〇の共同調査によると、・・・の市場規模が・・・億円となり、2030 年度には・・・に拡大す

る。 その中で、2021 年度時点で・・・の市場規模は・・・億円となっている。  
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５．代替又は競合する商品・サービス 

〇〇サービスと同等の機能や価値を提供している商品・サービスは見当たらない。 

強いて言えば、・・であると考える。ただしコストや提供するクオリティなど相違点も多いため

単純な競合とは言えない。 

 

 

  
  ※提案全体に係る説明資料の提出がある場合は、Ａ４版横置き、長編綴りで 20 頁以内と

します。 

 

 

６．補助事業にて実施する仮説検証内容（プロトタイプ作成およびトライアル等）  

○検証内容  

オンラインで活用している・・・向けに、・・・・がマッチする市場を探すために検証する。・・・・

のプロトタイプの告知からプロトタイプの制作まで行う。 

 

○対応する内容  

1. ・・・向けのプロトタイプ開発  

〇〇事業者が使えるサンプル開発  

 

2.興味関心向上  

LP 制作 動画制作  

 

3.プロトタイプの告知   

PR TIMES リスティング広告（google） Facebook 広告   

 
７．補助事業の目標  

【計測項目】  

・クリック単価の測定  

・検索広告・SNS 広告・プレスなどの複数チャンネルでのテストによる流入効率の良いチャ

ネルの判定  

・お問い合わせ獲得単価の測定  

 

【成果目標】  

・お問い合わせ数 10 社獲得  

・実証導入業者 2 社   

 

８ 沖縄を拠点に実施する必要性や理由、優位性等  

・弊社メンバーとして業務委託ながら、沖縄在住のメンバー2 名いる。 

・沖縄県の・・・・コミュニティに所属している。 

・弊社代表である・・・が５年程度沖縄に関わりがあり、協力が得やすい状況にある。 
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９ 事業の実施拠点  

・・・・・・・   

 

10 補助事業に係る収支計画（令和５年度）  

(1)支出                        （単位：千円）  

年度  令和５年度  備考  

人件費① 0 
 

事業費② 1,250 
 

合計（①+②）  1,250 
 

   ※別紙６との整合性をチェックして下さい。 

 

 (2)収入                       （単位：千円）  

年度  令和５年度  備考  

自己資金① 250 
 

借入金② 0 
 

その他収入③ 0 
 

補助金交付申請額④ 1,000 
 

合計（①+②+③+④）  1,250 
 

 

 (3)資金調達計画（令和５年度）  

金融機関の短期借入を利用する 
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11 実施体制  

(1)補助事業に従事

する人員  

            名  

内訳：職員   2 名、事務作業員      0 名  

※事務作業員は 1 企業につき 1 名までとする 

(2)補助事業に携わる人員の概要（全員）  

氏名：・・・・  

所属・職名

・  

補助事業で

活動  

する場所  

・・・・・  

略   歴  ・・・・   

補助事業で

の 

活動内容  

補助事業全体の取りまとめをおこなう。また、外注先

企業との調整を担う。  

氏名：・・・・  

所属・職名

・  

補助事業で

活動  

する場所  

・・・・  

略   歴  動画配信サービス、ゲーム開発に関わる。 

補助事業で

の 

活動内容  

開発の取りまとめを行う  

略   歴  
 

ー  

補助事業で

の 

活動内容  

 

 

ー  
(3)社外の指導者又は支援者  

※補助事業を遂行するに当たり、社外の指導や支援を受ける方がいる場合は、その方の所

属、氏名、職名並びに指導又は協力を受ける事項を記入して下さい。 

※個人事業主及び個人の場合は、雇用関係は無いが指導や支援を受ける方がいる場合、

記入して下さい。 

氏名：  

所属・職名

・  

本事業で活

動 

する場所  

ー 
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略歴  

ー 

指導又は協

力を受ける

事項  

ー 

 

  

(4)外注内容  

外注先：  ・・・・・  

外注内容：  
全体ディレクション・デザイン業務を・・・・に依頼する。プロトタイプ

開発を・・・に依頼する。 

選定理由：  

２者とも以前からの付き合いがある業者であり、それぞれの業務実

態を把握している。また、各自高い専門性をもっており、そのこと自

体も過去の業務実績から把握済みである。よってこの 2 点から、他

社に依頼するよりも弊社事業の本質に寄り添って業務を行えると

判断するからである。  
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（別紙３）  

補助事業スケジュール  
 
 

内容  担当  2023 2024 

8 9 10 11 12 1 2 3 

LP 作成  〇〇         

動画作成  〇〇         

広告出稿  〇〇         

広告効果分析  ▲▲         

プロトタイプ開発           

精算・報告書作成           
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（別紙４）  
補助事業実施体制図  

 

 
 
  

・・・

・・・ ・・・
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（別紙５）  

事業化計画説明書（事業終了後の計画） 

 

１．補助事業成果の活用方法及び計画  

内容  担当  2024 

4 5 6 7 8 9 10 11 

営業  〇〇         

改善開発  〇〇         

海外進出  〇〇         

 

 

 

２．事業化にあたり想定されるリスク・問題点等  

〇〇マーケットにて予想以上に、・・・の必要性が受け入れられない可能性  

オンラインのコミュニケーションが思った以上に伸びない可能性  

・・・の方針転換によってサービスの前提が崩れる恐れ 
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（別紙６）  

経費積算内訳書（令和５年度） 

                                                       （単位：千円）  

補助金区分  内容  単価  数量  
補助事業に 

要する経費  
執行先等備考 

① 

人件費  

職員費等    人月   

 

小  計      

 

② 

事業費  

ア.旅費      （目的地など）  

イ.需用費      ※消耗品費   

ウ.役務費      ※通信運搬費  

エ.委託費  

プロトタイプ開発  

LP 制作  

広告素材作成  

動画制作  

ディレクション 

220 

220 

110 

220 

275 

1 式  

1 式  

1 式  

1 式  

1 式  

220 

220 

110 

220 

275 

 

オ.使用料及び賃

借料  
    

 

カ.備品購入費      

 

キ.その他  広告費  330 1 330 

 

 小 計      

 

合計（①＋②）  1,375 
第１号様式の事業

に要する経費と同

額  

税抜き合計  1,250 
第１号様式の補助  

対象経費と同額  

注１．本様式は、別途 Excel で作成した様式を用いても構いません。 

注２．「補助事業に要する経費」とは、申請に係る事業を遂行するに必要な経費をいい、ここ

では数量に単価を乗じた金額をいいます。 

注３．人件費は経産省発行の健保等級単価一覧表より算出すること。健康保険の加入義務

が無い企業については、昨年度の時給単価から算出すること。 

第２号様式  
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誓  約  書 

令和４年６月  日  

 

沖縄県知事 殿  

 

代表申請者 株式会社〇〇 

住   所 〒 〇〇―〇〇 

沖縄県〇〇 

申請者名 ・・・・  

代表者名 ・・・・ 印  

 

 私は、令和５年度沖縄型オープンイノベーション創出促進事業補助金の企画提案に応募

するにあたり、地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の４の規定に該当しな

い者であること及び申請書類の内容が事実と相違ないことを誓約します。 

 また、補助金適正化法等の関係法令遵守義務及び公金による補助事業を実施するに当た

って義務が生じることについて承服することを誓約します。 

 また、補助事業を推進するにあたり、沖縄県が指定する書類を滞りなく提出することを誓約

します。 
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